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DCを活用した新たなエネルギーシステム
～再エネの余剰電力活用/需給調整力としてのDC～

Internet Week 2022   C73 IP Meeting 2022

第3部 2030年目標への羅針盤
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会社概要
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会社概要 B2B向けクラウド・サービス・プロバイダー

◼ 株式会社ビットメディア
◆ 本社所在地：東京都渋谷区神宮前5丁目52番2号 青山オーバルビル16F

◆ TEL：03-5469-0141（代表） FAX：03-6469-0142

◆ 事業内容：ポイント交換サービスの提供、インターネット上での映像編集・編成・配信サービスの提供、

エネルギー管理サービスの提供、サービス提供を目的とした各システム開発

◆ 資本金：20,000千円

◆ 設立年月日：1997年（平成9年）11月25日

◆ 取締役の氏名：代表取締役社長 高野 雅晴

◆ 取締役会長 岩浪 剛太（インフォシティ代表取締役社長）

◆ 取締役 佐久間 康彰

◆ 監査役 中澤 真二

◆ 出資会社：株式会社インフォシティ、株式会社ホリプロ

◆ 取引銀行：住友信託銀行 東京中央支店、三菱東京ＵＦＪ銀行 新橋駅前支店

◼ 情報セキュリティ関連の事故防止策について

◆ 弊社は、ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）の国際規格「JIS Q 27001:2006（ISO/IEC 
27001:2005）」の認証を２００７年３月に取得し、現在も維持運用中です。

◼ ５GMFの活動推進

◆ 会長岩浪がアプリケーション委員会委員長

◆ 社長高野が同委員会利用シーンWG主査
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自律分散参加型社会を実現するためのソリューション創造へ
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■ニューノーマル時代の広義のスマートシティ（社会システムづくり）ソリューションを創造
５G/AI/ブロックチェーン等を駆使してプラットフォームをさらに進化させ、ニューノーマル時代を生き抜く自律分
散参加型社会を実現するための広義のスマートシティ（社会システムづくり）ソリューション創造に挑む。
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国内パートナー＆マーケット

グローバル・パートナー
台湾アドバンテックとの
新型コロナウィルス対策
ソリューションで連携

アリババ・クラウドとの協業による
TOKYO2020へのソリューション展開

途上国向けデジタル通貨の
普及展開で連携

https://www.fable.app/ https://www.tiltfive.com/

https://www.parallelwireless.com/

https://www.croquet.io/

NHK同時配信地域基盤、
TOKYO2020向けソリューション

エコポイントto 
主要企業ポイント交換PF

1万センサ以上を管理す
るエネルギーIoT基盤

グローバルVCのSIP出資先との連携

2011.03.11 2011.09.11EXP2005愛・地球博
取り組みのきっかけ 取り組みのきっかけ

取り組みのきっかけ
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今回の開発の背景
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背景課題①：電力需要の小さい春・秋には再エネ余剰が発生（１）

6

◼ 国としてのカーボンニュートラルを達成するには再エネ電源の総量は圧倒的に不足

◼ 一方で春・秋には九州において再エネ電源の出力抑制が恒常化、抑制規模が400万kWに及ぶことも

◼ こうした春・秋の再エネ余剰傾向は2022年に九州以外に拡大
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２０２１年までの九州における出力制御回数

最大100万kW規模

最大200万kW規模

最大200万kW規模

最大400万kW規模
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◼ ２０２２年再エネ出力制御は四国・中国・東北・北海道電力管内に拡大

２０２２年１月～９月の各地の出力制御回数

背景課題①：電力需要の小さい春・秋には再エネ余剰が発生（２）

0 10 20 30 40 50 60
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中国
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背景課題①：電力需要の小さい春・秋には再エネ余剰が発生（３）

再生エネ発電量、最大4割ムダ 広域送電網の増強足りず

2030年ごろに北海道と東北で再生可能エネルギーによる発電の
最大4割超が無駄になる恐れがあることが21日、分かった。電力
の供給量が需要を超えた際、太陽光や風力などの発電を止める
「出力制御」が生じるためだ。温暖化ガスの排出量削減目標の達
成が遠のきかねない。解決には消費量の多い都市部に電力を送る
送電線増強が不可欠だが、増強計画の多くが策定段階にとどまる。

大手電力10社の試算を経済産業省がまとめた。

地域内の電力需給が一致しないと停電する危険がある。太陽光発
電の導入が進んだ九州では、電力需要が少ない春や秋にすでに出
力制御が生じている。再生エネの導入が増えると出力制御も広が
る恐れがある。本来の能力より発電量が少なくなるため、制御し
た分は無駄になるといえる。

10社の30年ごろの1年間の再生エネ発電量に占める抑制量を試算
し、出力制御率として示した。北海道は49.3%、東北は41.6%、
九州は34%、中国は28.6%だった。再生エネが導入しやすく、東
京や大阪ほど電力需要のない地域で抑制が起きやすい。東京、中
部、北陸、関西、四国、沖縄は10%未満だが、いずれも出力制御
は生じる。

出典:日本経済新聞 2022年3月22日
(https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUA146930U2A310C2000000/)

余剰再エネ電源を有効に活用するフレキシブルな電力需要の開拓が求められる

２０３０年の北海道出力制御率＝５０％ →発電した再エネの半分を捨てる！



Copyright © 2022 Bitmedia All Rights Reserved. 

背景課題②：ＩＣＴの電力使用量の増大

◼ 2006年時点で年間470億kW時、
2050年には5500億kW時へ

◼ 日本の現在の総消費電力量は

年間約1兆kW時

◼ ITの需要増をまかなうには

日本全体の発電能力を1.5倍引き上げが必要
（ IT以外の消費電力が横ばいと仮定 ）

9

◼ AI/IoT/ブロックチェーン/XR等の進展でデータ量・処理量ともに爆発的に増加

◼ 上記に伴い、データセンター需要も旺盛になり、電力使用量も大幅に増大

◼ METIの2006年時点の予測では2050年に日本全体の発電能力を1.5倍引き上げる必要あり

データセンターの一層の省エネ化、再エネ最大限活用によるカーボンニュートラル化が求められる

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO48353140Y9A800C1X12000/

IT機器消費電力の推計
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(出所)経済産業省 「グリーンITイニシアティブ」
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参考：2050年カーボンニュートラルグリーン成長戦略
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◼ 半導体・情報通信産業の3本柱の一つが2040年までのデータセンター・カーボンニュートラル化

◼ すでに国内でもデータセンターのユーザからカーボンニュートラル化を求められる状況に

→環境配慮への貢献ではなく、本業競争力として必須な時代に
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「SmartPowerプラットフォーム」～課題解決のための弊社のアプローチ～

電力会社
電力会社

需要家
コンピュータ
システム

Smart

Power

インターネット

電力会社等

実績見合いの
対価支払い
＋
電気使用料相殺分

需要家
コンピュータ
の実績報告

マイニング作業のログ

ソフトウェアの配布

電力使用料

電力負荷制御の通知
（ソフトウェアの起動通知）

仮想通貨取得

電気使用料
相殺分

マイニング等※

データセンター等

※マイニングに限らず、ＡＩ処理など計算負荷の高いタスク

11

コンピュータシステムの負荷を活用した電力システム安定化システム「SmartPowerプラットフォーム」

◼ 背景課題①：電力需要の小さい春・秋には再エネ余剰が発生

◼ 背景課題②：ＩＣＴの電力使用量の増大

◼ 再エネ発電状況に応じてコンピュータ負荷を増減するシステムを考案

→再エネ余剰とICT電力増大の課題を同時に解決＆カーボンニュートラル化に貢献

◼ 2018年3月特許出願、2019年5月特許成立（特許第6522820号）

電力会社やアグリゲータには：データセンターを上げDRリソースとして集約する機能

データセンター事業者には：ＰＰＡ等で調達した再エネ電源を無駄なく活用するための機能
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参考：Googleの余剰再エネへの対応
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◼ New carbon-intelligent computing platformを稼働中

◼ 再エネが余る時間帯でYouTubeの動画処理やAIモデル計算などを実施

◼ 雨エリアのデータセンターから晴天エリアに計算負荷を移動させる取り組みも実施

https://blog.google/inside-google/infrastructure/data-centers-work-harder-sun-shines-wind-blows/
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２０３０年に向けたアプローチ：省エネ＋調整力
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再エネ拡大

カーボン・ニュートラル

電力システム目線

DC等ICTインフラ需要家目線

ICTインフラの課題と可能性

省エネ

調整力

変動逆潮流増大

火力維持困難

変動電源有効活用

自家発電から蓄電池へ

エネルギーセキュリティ

エネルギー環境
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NEDO支援：

再エネ/蓄電池駆動型分散エッジ・コンピューティング管理クラウドの実用化研究開発

14

・2020年春、蓄電池劣化診断技術のノウハウを持つ早稲田大学逢坂教授より、
弊社既存のエネルギー管理クラウドと連携したNEDOベンチャー支援枠への申請を打診
・余剰電力活用のタスク制御特許と組み合わせて提案・採択されたことで実用化開発が加速

SmartPowerプラットフォーム概要

「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業
（JPNP21005）の結果得られたものです。」
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SmartPowerプラットフォームの構成

15

データ収集
API

基本見える化
ＧＷアップデータ
配信機能

SmartPower Platform

①省エネ分析

②オペレーションの分析

③機器の性能劣化診断

多店舗向けサービス

データ管理 ユーザ等管理

ゲートウエイ

空調 照明 その他機器

センサ

既存エネルギー管理クラウド

①Kubernetesタスク制御
②バッテリー劣化診断

DC/DCAC/DC

制御BOXDC/DC

ヒートポンプ
Power2Heat

水素製造
Power2Gas

EV

チャージ

DC/DCAC/DC

制御BOXDC/DC

ヒートポンプ
Power2Heat

水素製造
Power2Gas

EV

チャージ

FIT電源

火力
発電等

電力会社

春秋の電力需要減少期
に出力抑制

上げDR

DC/DCAC/DC

制御BOXDC/DC

地域マイクロデータセンター（エッジ基盤＋５G基地局）等

ヒートポンプ
Power2Heat

水素製造
Power2Gas

EV

チャージ

アグリゲータ

データセンター事業者等

蓄電池

タスク上げ下げ

データセンター間タスク移動

◼ クラウド管理型のKubernetesベースの計算タスク制御機能とバッテリー劣化診断機能で構成

◼ 電力会社と連携してサービス提供している弊社エネルギー管理クラウドの追加機能として開発

◼ 想定する提供先は通信会社を含むデータセンター事業者、電力会社/アグリゲーターなど

◼ 地域マイクロデータセンター（エッジ基盤＋５G基地局）への展開等を想定

「この成果は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成事業の結果得られたものです。」
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kubernetesを用いた電力DR システム
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Server

Power-aware Scheduler
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K8s API
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Interface

Region: japan

AZ: japan-tokyo-1

AS: abc

Server: hogehoge01

Location: container1-rack16-u14

Type: Dell PowerEdge R640

Mgmt: 10.0.100.100

…

Server: hogehoge02

Location: container2-rack16-u14

Type: HP Proliant DL380 Gen 10

Mgmt: 10.0.100.101

…

Power 

surplus 

rate

Server List

Scheduling 

Rules

IPMIなどで電源操作

Pod停止・退避等

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

Server

kubernetesを用いたタスク制御 システムの基本構成

コンテナ１ コンテナ２ コンテナ３ コンテナ４
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◼ Kubernetesを動かす物理マシンを制御するPower-aware Schedulerとして実装

◼ コンテナネイティブな仮想環境としてクラウドユーザにインフラ提供可能

◼ ユーザには電力状況を意識させない（仮想環境提供者側のコストマネジメントとして活用）

◼ FaaS基盤として動かす場合にはKubernetesベースのKnative等を活用

◼ 顧客に未提供のリソースがある場合には余剰電力による仮想通貨マイニング等の実施も想定

→bitcoinフルノードなどのサンプルアプリを準備
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ベンチマークアプリによるシンプルなデモ
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sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

Pod

Pod

Pod

Pod

Pod

Pod

Pod

Pod

sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

sysbenchsysbench

Kubernetes Workers: kw0, kw1, kw2

Master

Node

Renewable False 再エネ Falserenewable True

◼ ３つのワーカーノードからなるKubernetes環境においてベンチマークPod１６個の開始を指示

◼ 再エネが潤沢なノードkw0とkw1で８個ずつPodが起動、再エネ不足のkw2では起動しない

◼ Kw1＝再エネ不足、kw2＝再エネ潤沢にステータスを変更（ラベル書き換えと再スケジューリング）

◼ kw1のPod８個がkw2に移動
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API

Handler

btcgw

(Controller)

Store

Interface

BTC

Interface

Process

Container Bitcoin Full Node

bitcoin-

wallet

bitcoin-clibitcoind

Datastore

UTXOs

API KeysAnchors

Static Web Page

BBc-1 

Ledger 

Explorer HTTPS
Adapter

Authenticato

r

BBc-1 

Ledger 

Subsystem 

(Bitcoin)

bbc_bitcoin.py

Anchor API

Anchor API

サンプルアプリ１：BBc-1 with bitcoin Implementation

19
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Worker Node #0

F@H-1

Pod

Worker Node #1 Worker Node #2

Persistent 

Volume

F@H-0

Persistent 

Volume

F@H-1

F@H-0

Pod
fah-sidecar fah-sidecar

fah-collector
Pod

Service (Ingress / Load Balancer)

Pod

スケジュール対象外
Pod退避

サンプルアプリ２：Folding@home

◼ 背景と目的

◆ K8sクラスタ内のノード間において、F@Hを状態を維持したま
ま移動できることを示し、タスク移動の例とする

◼ 実装

◆ F@Hは保存可能なのでPersistent Volumeをアタッチ

◆ 状態確認はF@H単体では不可、Sidecar Patternを適用

◼ 現状

◆ 上記実装でプロトタイプとしてPod移動を含めた動作確認

◆ Pod移動の所要時間は１０秒程度（ミニチュア環境での実績）

◆ スケジューリングのためのラベリング・ルールを検討中

◼ Folding@homeをサンプルとして選んだ理由

◆ 個々のマシンの余剰CPUやGPUのリソースを使

い、難病の解析に役立てる分散コンピューティング
プロジェクトであり、コロナ禍において分かりやす
いサンプル

◆ 個々のマシンに割り当てるタスク負荷を設定かつ
タスクごとに管理できるため、タスク移動に伴う電
力負荷の定量的な評価がしやすい
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蓄電池の劣化診断技術
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電気化学インピーダンス法による劣化診断技術とは（１）
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NEDO バッテリ劣化診断（蓄電池メーカと連携）

制御BOX

Control PC Control box

Signal Design

Operation Signal

EIS Input Signal

Data Logger

Time sift analyzer

Signal Generation(DA)

V,I Recorder(AD)

Atom CPU V,I(AD)

DC Power Supply

LIB

データ取得系

・蓄電池メーカの協力により、All-in-One蓄電池システムのパワコン機能※を活用して実現
※蓄電池パワコン・インバータ制御回路のパラメータを調整可能とし、充電電流にパルス信号を重畳
・下図のDC Power Supply＋制御ボックス機能のうち「データ取得系」の３ブロックだけを準備すればよく、
計測専用のハード開発が不要に
→蓄電池メーカが機能を標準で用意することでバッテリ診断情報のオープンな流通につながる

23
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制御BOXの構成
商用版制御BOX、蓄電池システム、エッジコンピューティングサーバの接続構成

24

制御BOX
蓄電池システム

エッジコンピューティングサーバ
（検証用）
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インピーダンス計測結果
計測結果は下図の通りである。劣化診断の根拠となるバッテリ・モジュールのインピーダンス特性を捉えられていることを確認した。

25
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GX実現に向けたPoC実施へ
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GX（グリーン・トランスフォーメーション）実現へ

大規模DC

（10MW以上）
中規模DC

（１MW程度）
小規模DC

（１MW未満）
５G基地局
エッジ基盤

アプリ事業
（スマートシティ等）

PaaS

IaaS（仮想化）

ベアメタル

ラック提供

施設提供

土地提供

回線インフラ

電力（再エネ含む）
インフラ

１００V/200V 6.6kV 22kV 66kV

SmartPowerプラットフォームをこのレイヤに導入

再エネ電力の有効活用、VPPリソース制御

さまざなま規模のデータセンターがターゲットに

さ
ま
ざ
ま
な
レ
イ
ヤ
の
サ
ー
ビ
ス
を
実
現

27

電力会社/アグリゲータ/データセンター関連事業者等の皆さまと
電力×ＩＣＴによるGX実現を目指して参りたいと存じます

GXの実現
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共同PoC検討・実施状況

28

■現在実施中または実施準備中の共同PoC状況
・電力会社
再エネ大量導入時の逆潮流を回避する電力需要としてのデータセンター/GPU資源等の活用検討

・通信会社
電力供給状況に応じた計算タスク制御

・鉄道会社
当事者が作りこむ５G活用型都市DXアプリ開発を契機としたエッジデータセンターとの連携検討

・商社
エネルギー×ICTの新事業開発を検討

・データセンター事業者等
kubernetesベースの省エネ促進型データセンター運用管理基盤の研究開発

・大学×自治体
再エネ直流マイクログリッド×地域データセンター×メタバース等

■それぞれの業種が保有するアセットをデータセンターに活用する機運が高まっている
・背景：５G等によるエッジ基盤ニーズ、再エネ余剰電力活用、データ国家安全保障、地方創生DX等
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電力会社：東電PG、分散コンピューティングを活用する新会社設立

29

■社名株式会社アジャイルエナジーX（エックス）
■資本金 3 億 5,000 万円（資本準備金含む）
■出資比率 東京電力パワーグリッド株式会社：
100％
■代表者代表取締役社長 立岩健二
■設立日 2022年8月26日
■営業開始日 2022 年10月1日

■事業内容
未利用再生可能エネルギーを含むクリーンエネルギー資源の有効活用
および電力系統の最適化に資する、電力需給・系統混雑状況に応じて
機敏かつ柔軟に設置・運用可能な分散エネルギーリソース設備（コンテ
ナ型分散コンピューティング装置およびブロックチェーン技術に立脚
した仮想通貨マイニング装置など）を用いた、電力のデジタル価値への
転換、ならびに関連する先進的なソリューションの企画、調査、研究、
開発、制作、運用、保守、販売、コンサルティングなど
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出展元：NTT R&Dフォーラム - Road to IOWN 2022

通信会社：仮想エネルギー需給制御技術（１）
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NTT R&Dフォーラム - Road to IOWN 2022 での展示風景

通信会社：仮想エネルギー需給制御技術（２）
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共同実験環境

KN01

KN01

KM01

テストベッド
（NTT武蔵野研究開発センタ内）

電力消費用コンテナ内のラック
電力消費用コンテナ

電力消費用コンテナ

SW

・NTT武蔵野研究開発センタのテストベッドにてKubernetes環境を構築し、サーバ間のICT負荷移動を実施。
サーバ構成： マスターノード1台（KM01）、ワーカーノード2台（KN01,KN02）として構築し、ワーカーノード間で

ICT負荷移動を実施

取得データ項目：各ワーカーノードの「CPU使用率」および「消費電力」、「各Podのタスク進捗率（ステートフル実験のみ）」

データ取得間隔：1秒

実施期間：2021/10/28～2022/3/31

通信会社：電力供給状況に応じた計算タスク制御に関する共同実験（１）
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各Podで実行しているF@Hのタスク進捗率について、移動後も進捗が進んでおり、電力都合で移動した際も継続して処理が可能

・タスク制御量と消費電力変動量の追従性検証結果

通信会社：電力供給状況に応じた計算タスク制御に関する共同実験（２）
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“DX Yourself（DXY）” プロジェクト 2022年3月

◼ DX Yourself（DXY）Project #2［2022年3月］

◆ 街とAR:生活を豊かにする街のコミュニティ型実証実験（二子玉川ライズ）
➢ 実証実験共通コンセプト”5G 活用都市 DX プロジェクト『DX Yourself』”の下に、スタートアップが独自の技術を生か
し、地域コミュニティの課題を解決する都市DXアプリの技術実証を実施

➢ 360度のVR空間を自由に歩き回れる「au XR Door」や、Connected DesignのIoTセンサ、MasterVisionsの自
由視点映像などの各社の技術を、テレポートが提供するコミュニティエンジンに統合することに成功

34
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3

35

二子玉川商店街
フタコハートストリート

二子玉川ライズ

二子玉川カヌー部

街情報プロジェクト

西地区ふれあい広場
ハートでつながるマルシェ＆カフェ

MasterVisions自由視点

Connected Design 施設空き情報

KDDI XR Door

Mizube Fun Base

テレポート デジタル配信

2021年度技術実証
DX Yourself 第２弾

２０２１年度連携団体
二子玉川ライズ

２０２２年度連携団体（地域全域に拡大）
二子玉川エリアマネジメンツ、二子玉川ライズ、東神開発、二子玉川商店街、町会、
東京都市大学、世田谷区など街情報プロジェクトをハブとした連携

“DX Yourself（DXY）” プロジェクト 2022年10月～
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商社：エネルギー部門が分散型DC事業を推進

36

・三井物産のエネルギーソリューション本部デジタル事業開発室にて「エネルギー×デジタル」の領域で事業開発を検討中。
・その中でも電力多消費型産業のデータセンターに着目して、投資や事業開発を進めており、Crusoe Energy System社に
投資実行。
・Crusoeはフレアガスという安価なエネルギー源と分散データセンターを活用してマイニング・HPC事業をで行うものだが、こ
れを梃にさらに電力(エネルギー)目線での事業開発を検討。

• 2018年設立(本社 米/CO州デンバー)

• 環境負荷低減型クラウドコンピューティング事業者
-Digital Flare Mitigation : フレアガスや未利用ガスを活用したコンピューティング創出ビジネス
-Digital Renewables Optimization : 再生可能エネルギーを活用したコンピューティング創出ビジネス

• 活発な資金調達を背景に創業から数年で米国内80超の分散DCを展開中

company overview

暗号資産
マイニングネットワーク

¥

随伴ガス

分散型DC
（Crusoe社保

有）

Crusoe社

(レンダリング・AI)

コンピューティング

発電機
(Crusoe社保有)

再生可能エネルギー

¥

¥

コンピューティング

フレアガス・未利用ガス

余剰エネルギー元 コンピューティング提供先

DFM(Digital Flare Mitigation)事業

DRO(Digital Renewables Optimization)事業

CrusoeCloud™
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コンピューティングシステムの構成 コンピューティングシステムの消費電力予測

NEDO 脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム 2022年度採択

ビットメディア k8sプラットフォーム
→分散配置したPodの上げ下げ移動によるkWの調整

本研究開発
→分散配置の最適化によるkWhの削減

テーマ名：分散配置コンピューティングシステムの負荷の最適配備を可能にする運用技術の開発
助成事業者： Neutrix Cloud Japan株式会社、日本電気株式会社、篠原電機株式会社、株式会社ビットメディア
共同研究先・委託先：国立大学法人大阪大学

37

参考）NEC、神奈川と神戸に新棟としてグリーンデータセンターを開設し事業を強化（2022.09.13発表）
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大学×自治体：糸島サイエンスヴィレッジ（１）

糸島市と九州大学のサイエンスパーク推進プロジェクト

ビットメディアは推進団体である一般社団法人SVI推進協議会の社員

2022年3月にローカル５G基地を開局

オープンイノベーションによるIoT農業、メタバース・プロジェクト等を推進

38
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ハウディ

MAWARI

agbee

日清紡

Devcafe 二子玉川

Infocity Group

BBC

BBC

テレポート

39

大学×自治体：糸島サイエンスヴィレッジ（２）



Copyright © 2022 Bitmedia All Rights Reserved. 

地域DC連携による再エネ活用・燃料節約・情報基盤のレジリエンス

40

余剰
再エネ

余剰
再エネ

東名阪エリア

地域DC 計算処理

地域DC 計算処理

余剰電力を運ぶには
送電網増強が必須

計算需要

電力ではなく
計算需要を移動し
結果を返す

電力需要

再エネ直流マイクログリッド

再エネ直流マイクログリッド
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ご連絡をお待ち申し上げます！

41

株式会社ビットメディア

代表取締役社長 高野雅晴

takano@bitmedia.co.jp

ご関心ある皆さまからの


